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地域 の研究 をす るにあた り、私が どういう理論的な背景の もとに物 を考 えているか とい うことに
ついてお話 しして みたい と思 います。その意味で、演題 を 「地域学者(私 見)」 としま した。研究
を進 めるためには何 をすべ きか という議論で あ ります。基 本はイ ノベー シ ョンの理論 です が、結論
か ら申 し上げる と、政策科学 にお ける新たなパ ラダイム、すなわ ち 噺 地域 理論 なのであ ります 。
1つは、科学技術立地論 、空間的な科学技術 資源の配置 を どう今後作 ってい くかです 。 日本 が高
度成長 を とげて きた ときには産業立地論があ ったのです 。その結果 、 日本 は世界 の部 品基地 あるい
は生産基地 にな りま した。 しか し、産業 というのは成熟す る と必ず拡散 してよ り生産性 の高 い地域
を求 めて 出て いきます。 これが産業 の空洞化 です。そ して、産業 の空洞化 が 目をお お うばか りにな
った今、我 々が忘れ ていた ことは知的生産のための基盤 を今後 どう整備 してい くか とい うことです 。
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それは、 まさに科学技術活動 の空間的 な配置で あ り、今後 これを どう集積す るかとい うことです 。
しか し、知的生産 をや って い くためには、 どういう国土づ くりを して、 どういうふ うに空間的 に科
学技術 圏 を効率的 に配置す るか の論理が見 えて いません。仮 に研究所 が立地 してきて、 いわ ゆる研
究所 とい うか、知的生産 の地域創造拠点みた いな ものができる とす る と、おそ らくそ こで の活動 が、
知的な集積 、あるいは技術革新 を加速す る仕組み になる とわかって きます 。 しかし、科学技術研究
調査(総 務 庁統計局 による指定統計)の 研究費 の費 目別 の中身を見 ています と、そ の他 の経費 とい
うのは30%近 くにな って きて います。 この中身 というのは外部 に流 れている資金で ある らしく、
研究 開発 活動が組織 内部だ けでは完結で きな いことを意味 しています 。課題 は、この外部経済 のメ
カニズムを明 らか にす る ことです。公共投資 というのは外部経済 を作動 させ る ことによって公共投
資の 目的を達成す る ことがで きるわ けです。政府 が研究 費をなぜ使 うか とい う論理が、例 えば1兆
円投 資す る ことによって3兆 円の外部経済が働 くのだ とい うことが わかれ ば、国 と して研究開発投
資を加速す るため の理論的根拠 とな るのです。
2番 目の問題 は、地域間 の比較優位性 を提供す ることによって企業 を誘致す るというや り方 は終
わった とい うことです。 日本 は、 どこの地域が企 業を誘致す るに して も、比較優 位 はな くな って い
ます 。 これ は、中国な り、 あるいはマ レー シアな りとい うところは、はるか に比較優位 性が高 いわ
けです。 したが って企業 は出て い く。企業がなぜ 出てい くか と言え ば、企業の人 に聞 けばわか ると
お り、 日本 で作 った ら採算 が合 わな いか らです。極 めて単純 なのです。そ こで、よ り採算性 の高 い
ところを求 めて企業は出てい き、空洞化が起 こって くる、そ して止 めることができないわけです。
そうなる と、内部で どうして も新産業 を育成する しかないというこ とで、産業創 造の存 在価 値が出
て くるわ けです。今の ところ 日本では、イ ンキ ュベー ター はほとん どうまく機能 してい ません。 こ
れ は、単 にヨー ロッパのイ ンキ ュベーターを 日本 に持 って きただけな のです。イ ンキュベー ション
をや るため に必要な ことは特 に金融制度 なのです 。それが整 っていな い段階でイ ンキュベー ション
がで きるはずがないのです 。検 討すべき ことは、研究開発 の管理、市場調査、融資 のす べてですが、
少な くともスター トア ップ段 階では、米 国のマイ クロ ・ロー ンのよ うな ものです 。 シリコ ンバ レー
の成功の背景 には出世払 いを認 めているエ ンジェル(篤 志家)が た くさん いる ことがあ ります。そ
のあた りも、今後 の課題 として考 えるべき ことだろうと思 います。
3番 目の問題については、先 ほ ども触 れま したように、研究 開発の公 共投資 とい うもの、公 共投
資性 ということは、 どうして も直面す る課題 です 。今後、 どの くらい政府 が研究 開発 に投資 でき る
か、それ によって、雇用創 出 も含 めて、投 資効率が どれだ け高 いか とい うことをはっき りさせる必
要が あるで しょう。
4番 目は科 学社会論 です 。 これは、社会 的利益 のための(生 活社 会系)科 学技術 です。科学技術
を利用 して人工物 を提供す る側 の論理 ではな くて 、エ ン ド ・ユーザ ー ・オ リエ ンテ ッ ド(科 学技術
を利用す る側 〉、す なわち、利用 する側 か ら見 た ときの科 学技術 とは何 であろ うか 、そ のための科
学技術の開発はだれがや るべ きか、またそ のための開発の負担 は どうす べきか。 しか も、そ こに市
場 メカニズムが働 かない とき に、 どのよ うに した ら市場メカニズム を働 かせる ことがで きるかを考
える必要が あります 。 これ に関連 する科学技術 は、福祉だ とか、環境 だ とか、医療 だ とか言わ れて
きたのですが、まだ市場 メカニズムはほ とん ど働 いて いません。市場 メカニズムが働かな いか ら国
がや るとい う考 え方 に私 は反対 で、民間企業 にイ ンセ ンテ ィブを提供す るような仕組み をつ くる方
が重要で あると思 います 。なぜ な らば、民間企業 が参入 して こない ところにイ ノベー シ ョンは起 こ
らな いか らです。 このよ うな生活社会 系の科学技術 をいか に普 及させてい くか という こと、あるい
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はそ の研究 自体 を積極的 に展開 し、民間 にイ ンセ ンテ ィブ を提供 する ことによって 、市場 メカニズ
ム を作動 させ る ことがで きるか という ことを明 らか にして いく必 要がある もの と考 えます。 このよ
うな科学技術 は生活密着型 という意味で、 まさに地域 型であ り、国が地方公共団体 と組 みなが ら行
うべ き仕事で あるといえます。
5番 目が、サ イエ ンス ・イ ンスティテユー シ ョン ・セオ リー(科 学機 関論)で す 。 これは非 常 に
重 要で、連続 的にイ ノベー シ ョンを起 こすための理論 を構築する ことが今 まさに必要 なのです。基
礎 的な研究 をや る大学 、国立研究所 、地方公共団体 の公設試験研 究機関が、サイエ ンス ・イ ンステ
ィテ ユー ションです。 しか し、我 々の調査でわか った のですが、1983年 あた りか ら地方 公共団
体 にできている第三セ クター 、あるいは財 団法人 の研究関連機関の数は161も あ り、 しか も多様
です 。実際 に研究 をや っているのは30程 度 あ ります。 しか も、その ほとん どの研究所 が、建物 を
持 ち、施設 を持 ち、常勤 の人がいて、予算がつ いて いるような研究所ではないので す。つ ま り、研
究者 、設備 、建 物、予算 のす べてが備 わって いるものが研究所であ るとい う、古典 的な研 究所の時
代 は終わったのか もしれませ ん。イ ノベー シ ョンを起 こす ため には民間 も含 め、多様 な研究機関が
必要です。 しか し、そ れは古典 的意味での研究所で はな いのです。おそ らく今後 、研究 者のモ ビ リ
テ ィ、生産性 の効 率、外部経済性 を考 える と、研究所 とい うものの本質 を考 え直す べき時代で ある
と考 えて います。
最後 に、研究開発管理 の理 論ですが、 これは単 なる研究 開発 の管理だ けではな くて、戦略立案 の
ように自分たちは何 をすべきか というコンセプ トを作 り上 げて い くものです。た とえ ば、ルール の
ためのルール作 りも研究 して いこうと考 えています。
これ ら6つ のカテ ゴリーが私の 「新地域諭 に基づ く科 学技術政策で、今後 これ まで に述べ たよ
うな問題設定 に基づ き、研究 を続 けることが私 自身に課せ られて いる使命で あると考 えてお ります 。
(権田金治氏 は、平成7年9月30日 まで、第2研 究グループ総括主任研究官 として在任 。11月
17日 、科学技術政策研究所第1会 議室で開催 された講演 会よ り要約 。なお、 この講演会 の内容 に
ついては、講演録 として近 く発行予定 。)
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1.国 際会議報告
「科学技術 の公衆理解 に関する国際会議」 に出席 して
第2調 査研究 グルー プ 岡本 信司
日米 欧 で 行 わ れ て い る科 学技 術 の公 衆 理 解 に関 す る国 際 比 較 調 査 研 究 の一 環 と して 、 「科 学 技術
の公 衆 理 解 に関す る国 際 会議 」 が 中華 人 民 共 和 国 の北 京 で10月 に開 催 され た ので 、そ の 会 議 の模
様 な ど を報 告 す る 。
この国 際 会議 は 、1990年 に欧米 の研 究 者 の呼 び か け によ って 開 始 され た 科 学 技 術 の 公 衆 理解
に関 す る国 際 比較 調 査 専 門 家 会合 の一 環 と して 、1992年 の 東 京 会 合 か ら併 せ て 開催 され る よ う
にな った もの で 、 今 回 で第4回 目 とな る。
「科 学 技 術 の公 衆 理解 」 と一 口 に言 って も、
科 学 技 術 に関 す る社 会意 識 調 査 か らマ ス メデ
ィ ア の影 響 や 科 学 博 物館 な どの 啓蒙 活 動 、 科
学 技 術 教 育 な ど極 め て多 岐 にわ た るテー マ を
含 んで お り、 様 々 な視 点 か ら科 学 技術 の普 及
啓 蒙 に関 す る研究 が 行 わ れ て い る。
この国 際 会 議 に先 立 って 、10月15日 に
国 際 比 較 調 査 研 究 の 専 門 家 会 合 が 開催 され 、
各 国 の研 究 の 現 状 報 告 や 計 画 の 紹介 が行 わ れ
た。
我 が 国 か らは、 今 回 の 国 際 会 議 で発 表 す る
「生 活 関 連 科 学 技 術 課 題 に関 す る意識 調 査 」
にお け る一 般 国 民 へ の ア ンケ ー ト調査 と本 年
5月 に公 表 され た 「科 学 技 術 と社 会 に関す る総 理 府 世 論 調 査 」 の概 要 を紹 介 した 。
この専 門 家 会 合 で 特 に議 論 にな った の は 、実 際 の 人 口分 布 と調 査 デー タ の相 違 、各 国 言 語 や 文 化
な どに起 因す る国 際 比 較 研 究 の 様 々 な 問題 で あ る 。
さて 、 国 際 会 議 は 中国 科 学 技 術 協 会 の主 催 で10月16日 ～19日 に開催 され た 。参 加 者 は欧 米
ア ジ ア各 国 か ら17ヶ 国 約150名 と多 数 の参 加 が あ り、科 学 技 術 の公 衆 理解 に 関す る研 究 へ の関
心 の高 さが うか が わ れ た 。







筆 者 は"InterRationalComparisonsofScientificLiteracy"の分 科 会 にお いて 、 昨年 度 に実 施
した 「生 活 関連 科 学 技術 課 題 に関す る意 識 調 査 」(NISTEPREPORTNo.40)の一 般 国民 を対 象 と した
技 術 予 測191課題 に関 す る ア ン ケー ト調 査 の 結 果 を発表 した 。
なお 、 次 回 の 国 際 会 議 は来 年 の11月 に ベル ギ ー の ブ ラ ッセ ル で 開 催 され る こ と とな っ た 。
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H.研 究 ノ ー ト/ResearchNote
マク ロモデル による知識 ス トックの経済効果 の計測
一プロ トタイ プの開発 と暫定的 シミュ レーション一
鶴1研 究 グル ープ 永 田 晃也
1.研 究 の 目的
この研究 は、当研究所 に設置 された 「知的ス トック研究会 」にお けるテ ーマの一環 として、政府
研究 開発投資 の経済効果 を定量的 に評価す るためのマク ロ経済 モデル(同 時方程式体系)を 構築 し
よ うとす る ものである。 マク ロ経済モデル には様々な政策変 数のダイナ ミックな相互作用 を通時的
に評価で きる とい う利点 があ り、科学技術 政策の立案に際 して も思考 実験の ツール として活用でき
る と思われ る。
現在 までの ところ、政府研究 開発投資 の産出指 標である技術知識 ス トックを説明変数 に含む生産
関数 を推計す る とともに、 これ を生産 ブロックとして組込 んだプ ロ トタイ プを開発する に至 った。
以下 に、モデルの概要 と暫定的 な予測 シミュレーションの結果 について解説す る。
2.プ ロ トタイプの骨格 と知識 ス トックの計測方法
今 回作成 したプ ロ トタイプは模式 図に示すよ うに、支 出、生産 および研究 開発 とい う三 つの ブロ























研究 開発 ブロックに含 まれる変数 のいくつかは、支 出ブ ロックの変数 に左右 され る(例 え ば民間
研究 開発設備投資 の変動 は民間企業設備投資 によって説 明される)。 研究 開発ブ ロックでは、民間
研究 開発投資、公的研究 開発投資 、技術輸入額 のデ ータか ら、各 々、民間知識 ス トック、公 的知識
ス トックお よび導入知識 ス トックが推計 され る。知識 ス トックの変数は、生産 ブ ロックを構成 する
生産関数 のシフ トパ ラメータと して導入 され る。生産 関数 の投入要 素であ る資本 ス トックの稼働率
を上限 に設定す る ことによって潜在GDPが 推計 される。 この潜在GDPと 実績 のGDPか ら需給
ギ ャ ップが求め られ、需給 ギャ ップは民間企業設備投資 が変動す る ことによって調 整される。知識
ス トックは潜在的な供給 力を高度化 させるだけでな く、以下 の間接効果 を持 つ もの と想 定 している。
①民間知識ス トックは民間企業設備投資 を誘 発す る。
②公的知識ス トックは民間へ のス ピルオ ーバ ーを通 じて、民間研究 開発 の設備投 資を誘発 する。
③民間知識ス トックお よび公的知識ス トックは産業 の国際競争 力を高 め、輸 出を増加 させ る。
モデル は合計26本の同時方程式か らな り、内生 変数26個、外生変数9個 を含 む。生産 関数以外 の
関数式 にお けるパ ラメータの推定 は、全て通常 の最小二乗法 で行 った。
なお、技術知識 ス トックの計測 は次式による。
Rt=RFt十(1一 δ)×Rt-1
但 し、Rt:t期 にお け る技 術 知識 ス トック 、RFt:t期 にお け る技 術 知 識 フ ロ ー 、
δ:技 術 知識 の 陳 腐 化 率
ここで技術 知識 フローとは当期 の研究 開発投資 ではな く、過去 に支 出され た研究 開発投資が懐妊
期間(研 究開発 ラグ)を 経て当期 に成果 として結実 した部分で ある。
3.生 産関数モデル によ る知識ス トックの経済効果 の計測
生産ブ ロックには、拡 張 された一次同次 のコブ=ダ グラス型生産 関数 を導入 した。1966年一1991
年のデ ータ期 間 につき、制約付最小二乗法でパ ラメータの推定 を行 った結果 は以下 のとお りで ある。
lnY・=-19.5968十 〇.208091n(ρK)十 〇.791911n(hL)
(2.22)(2.84)
十 〇.06482231nR1十 〇.183◎81nR2十 〇.331621nR3
(1。61>(3.37)(4.69)
R2=0.99912DW=1.486
但 し、Y:実 質GDP、 ρ:稼 働 率 指 数 、K:実 質 民 間 企 業 設 備 資 本 ス トッ ク 、
h:総 実 労 働 時 間 、L:就 業 者 数 、Rl:公 的 知 識 ス ト ッ ク 、R2:民 間 知 識 ス ト ッ ク 、
R3:導 入 知 識 ス トッ ク
この推定 されたパ ラメータを用 いて、実質GDPの 成長 に対す る各説明変数 の寄与率 を計測す る
ことがで きる。表 に示 した計測結果 によると、8◎年代 を通 じて資本 と労働 の寄与率 は低下 し、代 っ
て知識ス トックの寄与率が顕著 に増加 した。但 し、知識 ス トックの内訳 に注 目す る と、 この寄与率
の増加 は民間知識 ス トック と導入知識ス トックによる ものであ り、公 的知識ス トックの寄与率 はむ




実質GDP成 長率 100.0 100.0 100.0
資本 37.1 35.6 33.3
労働 22.9 17.8 2.2
知 識 ス トック 40.0 46.7 68.9
公的知識 ス トック 8.6 6.7 4.4
民間知識 ス トック 31.4 35.6 37.8
導入知識 ス トック 0.0 4.4 26.7




4.暫 定的な予測 シミュ レーション
モデル のファイナル ・テス トを行った ところ、実質GDPの 平均 絶対誤差率は2.58%であ り、ほ
ぼ予測 シミュレーションの使用 に耐 える精度 を確保 できた。
そ こで 、政府 研究 開発投資の倍 増の経済効果 を考察す るための暫定的な予測 シミュレーシ ョンを
実行 した。今回の予測で は、実質価格(85年価格)で の公的研究開発の設備 投資 と原 材料費が トレ
ン ドで伸び る場合(ケ ース1)と 、2000年まで に対95年比で倍増が達成され る場合(ケ ース2)の 、
二つ のシナ リオ を想定 した。その他 の外生変数 の前提条件 は、いずれのケ ース につ いて も過去 の ト
レン ドを参照 して与えた。
このモデルでは、公的研究開発投資が知識 ス トックに体化 され るまで に約8年 のタイム ラグを考
慮 して いるため、96年に始 まる加速 的な政府投資 の影響 は、2005年頃 に漸 く顕在化 す る。2010年の
実質GDPは 、ケ ース1で は816兆円、ケース2で は842兆円とな り、26兆円の差 が生 じる。一方、
2010年の8年 前 に当たる2002年時点 におけるケース1と ケース2の 公的研 究開発投 資総額の差 は1
兆3,467億円である。従 って政府 研究 開発投資 の倍増 は、研究開発の懐妊 期間 を経 た上で、実質付
加価値生産額 にして投資額 の約20倍の経済効果 を生 む ことにな る。
5.考 察お よび今後 の課題
1990年代初頭 までの経済成長は、企 業の活発 な研究 開発投資 によ る民間知識 ス トックの成長 に多
くを負 って きたが、近年 の不況の中 にあって企業 の研究 開発投資は停 滞 して いる。一方、 この間、
政府研究 開発投資 によ って形成 され る公的知識 ス トックは、経済成長への直接的な寄 与 にお いては
民間知識 ス トックに比 して相対的 に低 い レベルに止 まって きた。 しか し、予測 シミュレーシ ョンの
示唆す ると ころによれ ば、公的知識ス トックは民間研究 開発投資の誘発、国際競 争力の高度化な ど
の間接的 な経路 を通 じて 、中長期的な経済成長 の基盤 を提供す るもの と期待 される。
なお以上 の所見 は、今後 マクロモデルを改良す る過程 でさ らに多角的に検 討され な ければな らな
い。例 えば、今回 のプロ トタイ プでは既存 の調査結 果か ら研究開発 ラグおよび知識 陳腐 化率 のデ ー
タを引用 したが、 これ らの変数 は内生的に扱 えるよ うにす る ことが望 ましい。また知識 ス トックの
稼働率 を表す指標 を探索 し、 これ に影 響を及 ぼす変 数を定義す ることがで きれば、モデルの政策的
イ ンプ リケーシ ョンは格段 に向上す るであ ろう。さ らに、研究 開発活動の国際的な相 互作用 を評価
するため、モデル の構造 をグ ローバル に展開 してい くことも今後の重要な課題であ る。
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皿.最 近 の動 き/CurrentTopics
O研 究 会 等/ResearchMeetMgs
・11/28(火)生 活 関 連科 学 技 術 政 策 調 査 研 究 プ ロ ジ ェ ク トチ ー ム
○講演会等/LecturesatNISTEP
・ll/24(金)「新 しい企業間関係 を求 めて」
西 口 敏宏(一 橋大 学商学部産業経営研究所助教授)
[講演 要旨]
この講演では、 自動 車産 業、航空機産業 などを事例 と して、 日本企業 の競争力 を支 える要因の
一つである下請 け制度 の今後 のあ り方が検討 され た。① 下請 けの脱境界化、②共創型下請 け制 度、
③ ク ラスタ ー型 の外注管理 、④集 団的なWinゲ ーム、等の新 しい企業間関係への転換が示唆 さ
れた。また、 これ に対応す るための元請 けの組織能力 として、 システム ・イ ンチグ レータ として
の技術 的 ・組織 的な卓越性 などが重要な要件で あることが示 された。





Dr.PatrickLierena(フラ ン ス ル イ ・パ ス ツ ー ル 大 学 副 学 長)
Prof.Dr.LukeGeorghiou(英国 マ ン チ ェ ス タ ー 大 学 教 授)
Mr.PeterVallee(オ ー ス ト ラ リ ア 科 学 技 術 ア カ デ ミ ー)
PiotrPajestka(ポ ー ラ ン ド学 術 調 査 委 員 会 国 際 協 力 部 次 長)
W.そ の他/OtherTopics
O人 事往来
・12月1日付 けで、平澤冷 東京大学教授が第2研 究 グループ総括 主任研究官 に併任 され ました。




シェンコ第1研 究 グループ研究員(米 国)
富澤第2研 究 グループ研究員(ス ウェーデ ン〉
岡本第2調 査 研究 グループ上席研究官(ド イ ツ)
科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 分 析 課)






この用紙 は、環境保 護 と資源 の有効 活用 の為 、再生紙 を使用 して います。
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